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トータルステーションによる土工の出来形管理手法 

遠藤和重＊ 田中洋一＊＊ 神原明宏＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

 現在の出来形管理手法（以下、「従来手法」と

いう）は、工事現場において長さや高さを巻尺や

レベルで計測したものを野帳にメモ書きしておき、

事務所において出来形管理図に転記し必要な図示

や計算式を標記して出来形管理資料を作成してい

る。このため、さまざまな手間のかかる作業が発

生するだけでなく、転記ミス、判読ミス、計算ミ

スなどの要因ともなっている（図-1）。 
そこで、国土技術政策総合研究所では、2004

年に、公共測量作業で一般的に利用されている

トータルステーション（以下、「TS」という）を

活用した出来形管理技術を提案している 1)。これ

は、設計情報や現場でTSから得られる３次元情

報を検査まで流通・活用するソフトと組合せたシ

ステム（以下、「出来形システム」という）を利

用するものであり、人為的ミスの防止と共に、作

業の効率化が期待できる。  
しかし、現行の出来形管理に関する基準類は、

出来形システムを想定していないため、その利用

を想定した出来形管理要領を作成し出来形システ

ムを活用した出来形管理手法（以下、「TS手法」

──────────────────────── 
Realization of as-built management approach by Total 
Station in earthworks 

という）を確立する必要があった。 
筆者らは、TSによる出来形管理を運用させる

ために必要な請負者および監督・検査職員向け要

領を作成した。そして、出来形システムによる要

領より、実際の施工現場にて試行工事を行い、要

領の適用性および作業の効率化の可能性について

検証した。 

2．TS手法を実現するための検討 

2.1 現行の出来形管理関係基準調査 
 TS手法の運用に必要な要領は、現行の出来形

管理に関する基準類を調査し、TS手法の要領に

記載すべき項目を抽出して記述した。 
請負者向けTS手法の要領は、道路土工・河川

土工といった適用工種や地方整備局土木工事施工

管理基準、デジタル工事写真管理基準から施工計

画書に記載すべき項目について整理した。また、

監督・検査職員向けTS手法の要領は、現行の地

方整備局土木工事検査技術基準 (案 )2)に基づき検

査を行うために必要な項目について整理した。 
2.2 TS手法の作業内容調査 

TS手法は、従来手法とは作業内容が異なる

（図 -2）。TS手法で確実に作業を実施するには、

特集：土工の新技術 

図-1 現在の出来形管理の問題点  
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具体的な作業手順を要領としてまとめる必要があ

る。しかし、現行の出来形管理に関する基準類に

は、請負者、監督・検査職員の業務内容に関して

具体的な作業手順は定められていない。 
 

 
図-2 従来手法とTS手法との違い  

 
そこで、従来手法にはないTS手法の特記事項

となる作業内容および作業手順を調査し、要領に

記載すべき項目を抽出した。 
請負者向け要領には、請負者が行うべき作業内

容である、①設計図書から基準点、平面線形、縦

断線形、出来形横断面形状から3次元の基本設計

データの作成、②TSの設置方法、③TSによる計

測距離を100ｍ以内とすること、④TSによる計測

データの記録方法、⑤出来形帳票の作成、⑥電子

納品の方法などを記載すべき項目とした。また、

請負者が行うべき上記作業内容を監督・検査職員

も把握すべきであるとして、監督・検査職員向け

要領に記載した。 
2.3 出来形システムの機能調査 
 TS手法は、図 -3に示すように、基本設計デー

タ作成、出来形計測、出来形帳票作成の順に進め

られる。出来形システムでは、図-3に示すソフト

ウェアおよびハードウェアを利用する。各ソフト

ウェアおよびハードウェアは、図-3に示す機能要

求仕様書 (案 )3)に基づき構築される。なお、各ソ

フトウェア間のデータ交換は、TSによる出来形

管理に用いる施工管理データ交換標準 (案 )3)に基

づき実施される。出来形システムの機能は、各ソ

フトウェアおよびハードウェア機能を要領に記載

すべき項目とした。 

3．TS手法における要領の作成 

 TS手法は、2．の検討結果より、出来形システ

ムを利用するための運用方法を定めることにより

効率的に実施することが可能となる。そのため、

出来形システム構成を反映した請負者向けの要領、

監督・検査職員向けの要領を作成した。要領は試

行工事毎に毎年改訂されているが、要領に基づく

試行工事実施項目については同じである。 

図-3 出来形システム構成  
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3.1 請負者向け要領の概要  
 請負者向け要領には、施工計画書の記載事項、

出来形管理に関する基準類および規格値、写真撮

影方法といった現行の出来形管理に関する基準類

で記載している事項や基本設計データの作成およ

び確認、基準点の設置方法、出来形計測方法、出

来形帳票の作成といったTS手法の特記事項とな

る作業内容について記述してある。また、データ

を有効活用するために電子納品データの作成方法

についても記述している。   
3.2 監督・検査職員向け要領の概要 
 監督・検査職員向け要領には、請負者向け要領

に基づく監督・検査の実施する手順として、施工

計画書の記載内容、基準点の設置状況、基本設計

データの照合などの確認方法に関して記述してあ

る。具体的な監督・検査手順については、参考資

料として一例を記述している。   

4．現場試行工事の実施 

 現場試行工事により、作成した請負者向け要領、

監督・検査職員向け要領が現場で適用できるかを

検証した。試行工事は、平成17年度から平成19
年度にかけて作成した要領およびマニュアルに基

づき実施した。試行工事で利用した請負者向け要

領、監督・検査職員向け要領の名称などの試行工

事概要は表-1に示すとおりである。 
試行工事の結果として、請負者、監督・検査職

員の双方から特に実務上の問題は報告されなかっ

た。TS手法は、要領に基づく現場での運用が可

能であることを確認できた。 

表-1 試行工事概要  

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理監
督・検査マニュア
ル（試行案）（河川
土工編）

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理監
督・検査マニュア
ル（試行案）（道路
土工編）

トータルステー
ションを用いた出
来形管理実施時
の監督・検査マ
ニュアル（試行
案）

監督・検査
職員向け要
領

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（河川
土工編）

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（道路
土工編）

施工管理情報を
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（道路
土工編）

請負者向け
要領

従来手法とTS手
法の両方

TS手法のみ従来手法とTS手
法の両方

出来形管理
手法

河川土工
（盛土工・掘削工）

道路土工
（路体盛土工・路
床盛土工・掘削
工）

道路土工
（路体盛土工・路
床盛土工・掘削
工）

適用工種

３６６試行工事実
施現場数

H19年度H18年度H17年度年度

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理監
督・検査マニュア
ル（試行案）（河川
土工編）

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理監
督・検査マニュア
ル（試行案）（道路
土工編）

トータルステー
ションを用いた出
来形管理実施時
の監督・検査マ
ニュアル（試行
案）

監督・検査
職員向け要
領

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（河川
土工編）

施工管理データを
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（道路
土工編）

施工管理情報を
搭載したトータル
ステーションによ
る出来形管理要
領（試行案）（道路
土工編）

請負者向け
要領

従来手法とTS手
法の両方

TS手法のみ従来手法とTS手
法の両方

出来形管理
手法

河川土工
（盛土工・掘削工）

道路土工
（路体盛土工・路
床盛土工・掘削
工）

道路土工
（路体盛土工・路
床盛土工・掘削
工）

適用工種

３６６試行工事実
施現場数

H19年度H18年度H17年度年度

 

4.1 TS手法による定性的業務改善効果 
TS手法を用いることで、出来形帳票作成作業

の効率化、施工現場での対応迅速化、品質向上と

いった項目で定性的業務改善効果があることがわ

かった。 
出来形帳票作成作業の効率化は、出来形計測か

ら出来形帳票作成までを出来形システムでデータ

処理ができるため、出来形帳票作成が効率化され

るとともに、データ転記ミスも防ぐことができた。 
施工現場での対応迅速化は、計測と同時に現場

で設計値との対比ができたため、出来形不足など

も迅速に発見し速やかに施工の修正をできること

が期待できる。 
品質向上は、管理断面のみならず、任意断面に

おいても設計値と測定値の差を現場で即座に確認

できたため、不正行為の抑止効果や出来形不良の

早期発見を期待することができる。 
4.2 TS手法による定量的業務改善効果 

定量的業務改善効果としては、出来形管理作

業の効率化、監督・検査業務の迅速化が報告さ

れた。 
出来形管理作業の効率化は、従来手法に比べ

て出来形計測時間が短くなった。表-2は、出来形

の計測効率を、従来手法とTS手法で比較したも

のである。計測時間がTS手法は、従来手法で50
分かかっていた作業が、32分程度で済むように

なりより1.5倍ほど計測効率が高い。 
監督・検査業務の迅速化は、TS手法における

監督・検査業務の作業時間を調査し比較した（図

-4）。監督・検査職員へのヒアリングにより、従

来手法での作業時間と同じ程度であるという意見

が得られた。今後TS手法が普及することで、 

表-2 従来手法とTS手法との作業時間比較  

 

2.7min/point4.2min/point計測効率

32.2min50.0min計測時間

12point12point計測点数

計測範囲

TS手法従来手法項目

2.7min/point4.2min/point計測効率

32.2min50.0min計測時間

12point12point計測点数

計測範囲

TS手法従来手法項目

注１） 従来手法では基準高さ12点、長さ９箇所の計測を行った。
注２) TS手法では、１回のＴＳ設置と12点の座標計測を行った。
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図-4 監督・検査作業時間測定結果  

監督・検査職員に対して、出来形計測値として確

認する内容やTSによる計測方法などの機器説明

に要する時間が短縮される。その結果、作業時間

も短縮されることが期待できると考えられる。 
4.3 試行工事結果から抽出された課題 

請負者からのヒアリングより、従来手法と比べ

て、道路中心線形および出来形横断面形状データ

といった基本設計データである3次元設計情報の

作成作業が、従来手法で行っていた丁張り位置の

算出作業とは異なるため手間であるといった課題

が得られた。 

 5．まとめ 

 試行工事で利用した請負者向け要領、監督・検

査職員向け要領は、試行工事結果を踏まえて編集

し、施工管理データを搭載したトータルステー

ションによる出来形管理要領 (案)3)（以下、「要領

(案)」という）および施工管理データを搭載した

トータルステーションによる出来形管理監督・検

査の手引き (案)3)（以下、「手引き (案 )」という）

として公開した。公開した要領(案)により、請負

者および監督・検査職員は、平成20年4月から、

道路土工および河川・海岸・砂防土工を対象とし

て、TS手法を運用できることとなった。 
TS手法による請負者および監督・検査職員の

作業内容は、要領 (案 )および手引き (案 )の作成に

より明確にすることができた。また、要領(案)お
よび手引き(案)に基づくTS手法は、出来形帳票作

成作業の効率化、施工現場での対応の迅速化、品

質向上、監督・検査業務の迅速化が期待できる。 
 国土交通省では、情報化施工推進戦略 4)が策定

され、施工段階の情報を維持管理段階で活用する

方法や設計データを建設機械へ活用する方法など

を検討することになっている。また、3次元設計

情報においては、道路中心線形データが道路中心

線形データ交換標準に係わる電子納品運用ガイド

ライン (案 )5)に従って受け渡される。道路中心線

形データのみならず道路横断形状データなどの設

計情報が流通すれば、基本設計データ作成は効率

化されるため、TS手法がより効果の高い手法と

なると考えている。 
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